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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第68期

中間会計期間
第69期

中間会計期間
第68期

会計期間
自 2025年３月１日
至 2025年８月31日

自 2026年３月１日
至 2026年８月31日

自 2025年３月１日
至 2026年２月28日

営業収益 (百万円) 111,549 119,023 225,719

経常利益 (百万円) 5,905 5,754 12,566

中間(当期)純利益 (百万円) 4,085 4,135 8,987

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) － － －

資本金 (百万円) 5,504 5,550 5,540

発行済株式総数 (株) 21,470,900 21,490,900 21,485,400

純資産額 (百万円) 73,479 81,154 77,739

総資産額 (百万円) 132,754 128,134 136,010

１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 191.21 193.70 420.91

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 190.34 192.97 419.01

１株当たり配当額 (円) 34.00 36.00 70.00

自己資本比率 (％) 55.2 63.1 57.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 21,326 △2,426 26,200

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,089 △6,294 △14,019

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △990 △733 △2,509

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 28,275 15,246 24,699
 

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計期間に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２　売上高及び営業収入の合計額を営業収益として表示しております。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社がないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間における、本半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断

に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」につ

いての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中における将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、当社は商品小売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしておりません。

 
(1) 財政状態の状況

　当中間会計期間末において、前事業年度末の財政状態と比べて主な変動は次のとおりであります。

　資産の部においては、流動資産は、現金及び預金の減少9,264百万円等により、9,087百万円減少し25,207百万円と

なりました。有形固定資産は、新店３店舗の新設及び既存店４店舗の改装などにより、1,271百万円増加し89,667百万

円となりました。

　負債の部においては、流動負債は11,688百万円減少し、29,848百万円となりました。主な要因は、前事業年度末日

が金融機関の休業日であったため、仕入債務等の支払が翌期に繰越されたこと等により、買掛金が8,942百万円減少し

たことによるものであります。固定負債は、長期借入金の増加190百万円、リース債務の増加131百万円等により、398

百万円増加し17,131百万円となりました。純資産の部においては、利益剰余金の増加等により、3,414百万円増加し

81,154百万円となりました。

 
(2) 経営成績の状況

　① 営業収益

　売上高は、前中間会計期間に比べ7,095百万円増加し、115,581百万円（前年同期比6.5％増）となり、営業収入

は、前中間会計期間に比べ378百万円増加し、3,442百万円（前年同期比12.4％増）となりました。

　以上の結果、営業収益は、前中間会計期間に比べ7,474百万円増加し、119,023百万円（前年同期比6.7％増）とな

りました。

　この主な要因は、前事業年度及び当中間会計期間の開店店舗の増収、既存店舗の売上高の増加によるものであり

ます。なお、既存店舗の売上高は、前年比101.3％となりました。

 
　② 営業利益

　　営業利益は、前中間会計期間に比べ149百万円減少し、5,708百万円（前年同期比2.6％減）となりました。

　この主な要因は、新規出店に伴う販売費及び一般管理費の増加によるものであります。

 
　③ 経常利益

　経常利益は、前中間会計期間に比べ151百万円減少し、5,754百万円（前年同期比2.6％減）となりました。売上高

に対する経常利益の比率は、前中間会計期間と比べ0.5ポイント減少し、5.0％となりました。

 
　④ 中間純利益

　税引前中間純利益につきましては、前中間会計期間に比べ152百万円減少し、5,759百万円（前年同期比2.6％減）

となり、法人税等は前中間会計期間に比べ202百万円減少し、1,624百万円（前年同期比11.1％減）となりました。

その結果、当中間会計期間における中間純利益は前中間会計期間に比べ49百万円増加し、4,135百万円（前年同期比

1.2％増）となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

 キャッシュ・フローに関しては、順調に利益を獲得しており、特段の変化や問題はありません。詳細は以下のとお

りであります。

① 現金及び現金同等物

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前中間純利益5,759百万円計上

したものの、前事業年度末日金融機関休業日の影響による仕入債務の減少8,942百万円、有形固定資産の取得によ

る支出6,182百万円等の要因により、前事業年度末に比べて9,453百万円減少し15,246百万円となりました。

   当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
② 営業活動によるキャッシュ・フロー

 営業活動の結果使用した資金は、2,426百万円（前年同期は21,326百万円の収入）でありました。これは主に、

税引前中間純利益5,759百万円（前年同期比152百万円減少）、仕入債務の減少8,942百万円（前年同期は14,782

百万円の増加）によるものです。

 
③ 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は、6,294百万円（前年同期比795百万円減少）でありました。これは主に、出店

候補地の土地及び新店舗の建設等に伴う有形固定資産の取得による支出6,182百万円（前年同期比346百万円減

少）によるものです。

 
④ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は、733百万円（前年同期比257百万円減少）でありました。これは主に、長期借

入れによる収入2,000百万円（前年同期比同額）、長期借入金の返済による支出1,774百万円（前年同期比34百万

円増加）及び配当金の支払額768百万円（前年同期比41百万円増加）によるものです。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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(6) 重要な設備の新設等

新設等について、当中間会計期間に完成したものは次のとおりであります。

事業所名 設備の内容 所在地 完成年月

寺家店 店舗新設 広島県東広島市 2026年４月

本多聞店 店舗新設 兵庫県神戸市 2026年６月

西岐波店 店舗新設 山口県宇部市 2026年８月

 

 
また、前事業年度末において計画中であった設備の新設等について、当中間会計期間に確定した設備は、次のとお

りであります。

事業所名
(所在地)

設備の内容

投資予定金額
(百万円) 資金調達

方法
着手
年月

完了予定
年月

完成後の増
加売場面積
(㎡)総額 既支払額

川南店
広島県福山市

店舗新設 2,672 1,395
自己資金及
び借入金等

2026年
５月

2026年
12月

2,095

笹沖店
岡山県倉敷市

店舗新設 873 269
自己資金及
び借入金等

2026年
５月

2027年
２月

1,784

合計 3,545 1,664    3,879

 

(注) １ 上記の投資予定金額の総額においては、計画しているリース、受入建設協力金、受入敷金を控除しておりま

せん。

    ２　完成後の増加売場面積は、スーパーマーケットの面積のみを表示しております。

 
３ 【重要な契約等】

当中間会計期間において、重要な契約等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 49,200,000

計 49,200,000
 

 

② 【発行済株式】
 

種類
中間会計期間
末現在発行数(株)
(2026年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年10月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,490,900 21,496,900
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は、
100株であります。

計 21,490,900 21,496,900 ― ―
 

（注）１　株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。

　　　２　提出日現在発行数には、2026年10月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

　　　　　た株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

株式報酬型ストックオプション

当中間会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 2026年５月28日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を
除く。）８

新株予約権の数（個）※ 76（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
（株）※

普通株式　7,600（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １

新株予約権の行使期間※ 2026年6月13日～2056年6月12日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　3,515

資本組入額　1,758（注）３

新株予約権の行使の条件※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項※
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役
会の承認を得るものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）５
 

　 ※　新株予約権の割当日（2026年６月12日）における内容を記載しております。

　（注）１　新株予約権の数

　　　　　　新株予約権の目的となる株式の数（以下、「付与株式数」という）は1個当たり100株とする。

　　　　２　新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

 　        新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とする。

　　新株予約権を割り当てる日後、当社が普通株式につき、株式分割（当社普通株式の無償割当を含む。以

下、株式分割の記載につき同じ）又は株式併合を行う場合には、新株予約権のうち、当該株式分割又は株

式併合の時点で行使されていない新株予約権について、付与株式数を次の計算により調整する。

　　　　　　　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率

また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、当社の取締

役会において必要と認められる付与株式数の調整を行うことができる。なお、上記の調整の結果生じる１
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株未満の端数は、これを切り捨てる。

３　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(1)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場

合は、これを切り上げるものとする。

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本

金等増加限度額から上記（1）に定める増加する資本金の減じた額とする。

　　　　４　新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権者は、「新株予約権の行使期間」において、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から10

日（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）を経過する日までの間に限り、新株予約権を一括しての

み行使できるものとする。

　　　　　 (2)新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は、新株予約権を一括してのみ行使することができる。

(3)その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところに

よる。

　　　　５　組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸

収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社の成立の日、吸収分割に

つき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式

交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）

の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対

象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会

社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換

契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数

 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

　　　(2)新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類

　　　　 再編対象会社の普通株式とする。

　　　(3)新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記「２　新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」

に準じて決定する。

　　　(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上

記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得られる

金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることが

できる再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

　　　(5)新株予約権を行使することができる期間

「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の

効力発生日のいずれか遅い日から、「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することが

できる期間の満了日までとする。

　　　(6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「３　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて

決定する。
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　　　(7)譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものと

する。

(8)新株予約権の行使条件

上記「４　新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

　　　(9)新株予約権の取得条項

新株予約権者が権利行使をする前に、上記「４　新株予約権の行使の条件」の定め又は新株予約権割

当契約の定めにより新株予約権を行使できなくなった場合、当社は当社の取締役会が別途定める日を

もって当該新株予約権を無償で取得することができる。

当社は、以下a、b、c、d又はeの議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要

の場合は当社の取締役会で承認された場合）は、当社の取締役会が別途定める日に、新株予約権を無

償で取得することができる。

　 a　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

 　b　当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

 　c　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

 d　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要す

ることについての定めを設ける定款の変更承認の議案

 e　新株予約権の目的となる種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当

社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を

取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年３月１日～
2026年８月31日
（注）

5,500 21,490,900 ９ 5,550 ９ 5,493

 

（注）新株予約権の行使による増加であります。
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(5) 【大株主の状況】

  2026年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に対
する所有株式数
の割合(％)

株式会社サンローズ 広島県福山市加茂町字北山230 4,866,900 22.8

佐　藤　利　行 広島県福山市 2,488,810 11.7

イオン株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬1丁目5-1 1,822,900 8.5

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED
STOCK FUND
常任代理人　株式会社三菱UFJ銀
行

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210 U.S.A
(東京都千代田区丸の内1丁目4番5号)

1,326,299 6.2

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区赤坂1丁目8番1号 赤坂インターシ
ティAIR

1,042,000 4.9

ハローズ従業員持株会 広島県福山市南蔵王町6丁目26-7 808,376 3.8

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-12 570,900 2.7

佐　藤　太　志 広島県福山市 400,800 1.9

公益財団法人ハローズ財団 岡山県都窪郡早島町早島3262-2 384,000 1.8

野村信託銀行株式会社
（投信口）

東京都千代田区大手町2丁目2-2 288,000 1.3

計 － 13,998,985 65.6
 

（注）１　2026年10月９日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、2026年10月２

日現在で佐藤利行、株式会社サンローズ及び株式会社サンローズ興産が以下の株式を所有している旨が

記載されております。

氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（株）

株券等保有割
合（％）

佐　藤　利　行 広島県福山市 810 0.00

株式会社サンローズ 広島県福山市加茂町字北山230 4,866,900 22.65

株式会社サンローズ興産 広島県福山市加茂町字北山230 2,488,000 11.58
 

 
２　2026年10月２日付で、関東財務局あてに主要株主の異動に関する臨時報告書を提出しております。

　　　　　　　主要株主となるもの　　　　株式会社サンローズ興産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　異動後の所有議決権の数　24,880個

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　異動後の総株主等の議決権に対する割合　11.66％

　　　　　　　主要株主でなくなるもの　　佐藤 利行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　異動後の所有議決権の数　８個

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　異動後の総株主等の議決権に対する割合　0.00％

 
３　2026年６月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、下記３社が

2026年３月13日現在で以下の株式を共同保有している旨が記載されているものの、当社として当中間会

計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

 
 
 
 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有
割合（％）
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フィデリティ　マネジメント　
アンド　リサーチ　カンパ
ニー　エルエルシー (Fidelity
Management & Research Company
LLC)

アメリカ合衆国、19801デラウェア州、

ニュー・キャッスル・カウンティ、ウィルミ

ントン、オレンジ・ストリート1209

1,655,046 7.70

フィデリティ　マネジメント　
トラスト　カンパニー
(Fidelity Management Trust
Company)

アメリカ合衆国、02110マサチューセッツ
州、ボストン、フェデラル・ストリート
155、700号室

261,422 1.22

エフアイエーエム　エルエル
シー(FIAM LLC)

アメリカ合衆国、19801デラウェア州、

ニュー・キャッスル・カウンティ、ウィルミ

ントン、オレンジ・ストリート1209

231,016 1.08

合計  2,147,484 10.00
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 139,300

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 21,342,600
 

213,426 ―

単元未満株式 普通株式 9,000
 

― ―

発行済株式総数 21,490,900 ― ―

総株主の議決権 ― 213,426 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株（議決権　 

11個）含まれております。

２ 「単元未満株式」の「株式数」の欄には、自己株式18株を含んでおります。

 

② 【自己株式等】

  2026年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ハローズ
広島県福山市南蔵王町
6丁目26-7

139,300 ― 139,300 0.65

計 ― 139,300 ― 139,300 0.65
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、以下のとおりであります。

（1）退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役（監査等委員） 岡本　均 2026年6月12日
 

（注）取締役　岡本　均は社外取締役であります。

 
（2）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　　 男性11名　女性3名（役員のうち女性の比率21.4％）

EDINET提出書類

株式会社ハローズ(E03395)

半期報告書

11/25



第４ 【経理の状況】

 

１．中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1963年大蔵省令第59号)に基づい

て作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2026年３月１日から2026年８月31日ま

で)に係る中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号）第95条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、中

間連結財務諸表は作成しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社ハローズ(E03395)

半期報告書

12/25



１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2026年２月28日)
当中間会計期間
(2026年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 23,061 13,796

  売掛金 1,958 2,886

  商品 5,394 5,312

  貯蔵品 6 6

  その他 3,888 3,219

  貸倒引当金 △13 △13

  流動資産合計 34,295 25,207

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 81,491 86,359

    減価償却累計額 △31,410 △33,012

    建物及び構築物（純額） 50,080 53,346

   土地 27,780 28,441

   その他 21,206 18,910

    減価償却累計額 △10,671 △11,031

    その他（純額） 10,535 7,878

   有形固定資産合計 88,396 89,667

  無形固定資産   

   その他 840 800

   無形固定資産合計 840 800

  投資その他の資産   

   敷金及び保証金 3,376 3,418

   建設協力金 1,084 1,025

   長期前払費用 4,818 4,812

   その他 3,198 3,202

   投資その他の資産合計 12,477 12,459

  固定資産合計 101,714 102,927

 資産合計 136,010 128,134
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2026年２月28日)
当中間会計期間
(2026年８月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 23,789 14,846

  1年内返済予定の長期借入金 3,347 3,383

  リース債務 356 377

  未払金 5,272 2,119

  未払費用 2,029 2,367

  未払法人税等 2,387 1,823

  契約負債 3,401 3,530

  その他 952 1,400

  流動負債合計 41,536 29,848

 固定負債   

  長期借入金 6,539 6,729

  リース債務 689 820

  退職給付引当金 950 974

  資産除去債務 3,753 3,825

  預り建設協力金 1,080 941

  長期預り敷金保証金 2,523 2,544

  長期前受収益 974 1,075

  その他 222 220

  固定負債合計 16,733 17,131

 負債合計 58,270 46,980

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,540 5,550

  資本剰余金 5,494 5,511

  利益剰余金 66,959 70,326

  自己株式 △508 △508

  株主資本合計 77,487 80,880

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 0 0

  評価・換算差額等合計 0 0

 新株予約権 251 273

 純資産合計 77,739 81,154

負債純資産合計 136,010 128,134
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(2) 【中間損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間会計期間
(自 2025年３月１日
　至 2025年８月31日)

当中間会計期間
(自 2026年３月１日
　至 2026年８月31日)

売上高 108,485 115,581

売上原価 81,193 86,444

売上総利益 27,292 29,136

営業収入 3,063 3,442

営業総利益 30,356 32,579

販売費及び一般管理費   

 広告宣伝費 757 783

 消耗品費 979 1,064

 給料及び賞与 10,169 11,287

 株式報酬費用 31 32

 退職給付費用 33 32

 法定福利及び厚生費 1,310 1,447

 地代家賃 2,664 2,875

 賃借料 145 151

 水道光熱費 2,015 2,010

 修繕費 591 707

 減価償却費 2,378 2,788

 租税公課 758 799

 その他 2,663 2,891

 販売費及び一般管理費合計 24,497 26,870

営業利益 5,858 5,708

営業外収益   

 受取利息 13 19

 仕入割引 12 10

 受取保険金 23 26

 受取負担金 20 11

 その他 28 44

 営業外収益合計 97 112

営業外費用   

 支払利息 42 63

 その他 8 3

 営業外費用合計 50 67

経常利益 5,905 5,754

特別利益   

 固定資産受贈益 - 1

 補助金収入 5 6

 賃貸借契約解約益 1 1

 その他 0 0

 特別利益合計 6 9

特別損失   

 固定資産除却損 0 4

 特別損失合計 0 4

税引前中間純利益 5,912 5,759

法人税等 1,826 1,624

中間純利益 4,085 4,135
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間会計期間
(自 2025年３月１日
　至 2025年８月31日)

当中間会計期間
(自 2026年３月１日
　至 2026年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益 5,912 5,759

 減価償却費 2,378 2,788

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 22 23

 受取利息及び受取配当金 △13 △19

 支払利息 42 63

 固定資産受贈益 - △1

 固定資産除却損 0 4

 賃貸借契約解約益 △1 △1

 補助金収入 △5 △6

 売上債権の増減額（△は増加） △777 △928

 棚卸資産の増減額（△は増加） 0 82

 仕入債務の増減額（△は減少） 14,782 △8,942

 契約負債の増減額（△は減少） 149 129

 預り建設協力金の増減額（△は減少） △35 △71

 預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 45 22

 その他 718 908

 小計 23,217 △190

 利息及び配当金の受取額 1 8

 利息の支払額 △36 △52

 法人税等の支払額 △1,855 △2,191

 営業活動によるキャッシュ・フロー 21,326 △2,426

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △6,529 △6,182

 無形固定資産の取得による支出 △174 △122

 長期前払費用の取得による支出 △173 △222

 補助金の受取額 5 6

 敷金及び保証金の回収による収入 14 13

 敷金及び保証金の差入による支出 △83 △55

 建設協力金の回収による収入 69 67

 建設協力金の支払による支出 △17 -

 関係会社貸付金の回収による収入 - 200

 関係会社貸付けによる支出 △200 -

 投資活動によるキャッシュ・フロー △7,089 △6,294

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 2,000 2,000

 長期借入金の返済による支出 △1,739 △1,774

 株式の発行による収入 21 16

 リース債務の返済による支出 △185 △206

 自己株式の取得による支出 △360 -

 配当金の支払額 △726 △768

 その他 0 -

 財務活動によるキャッシュ・フロー △990 △733

現金及び現金同等物に係る換算差額 - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,247 △9,453

現金及び現金同等物の期首残高 15,028 24,699

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  28,275 ※  15,246
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(第１種中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当中間会計期間

(自 2026年３月１日 至 2026年８月31日)

税金費用の計算 　税金費用については、当中間会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
 

 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。

 
前中間会計期間

(自　2025年３月１日
至　2025年８月31日)

当中間会計期間
(自　2026年３月１日
至　2026年８月31日)

現金及び預金残高 26,070百万円 13,796百万円

預け金（流動資産その他） 2,204百万円 1,450百万円

現金及び現金同等物 28,275百万円 15,246百万円
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(株主資本等関係)

前中間会計期間(自 2025年３月１日 至 2025年８月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年４月14日
取締役会

普通株式 727 34 2025年２月28日 2025年５月30日 利益剰余金
 

（注）2025年２月期の期末配当金には、営業収益2,000億円達成記念配当金２円が含まれております。

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年９月26日
取締役会

普通株式 725 34 2025年８月31日 2025年11月５日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

当中間会計期間(自 2026年３月１日 至 2026年８月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年４月10日
取締役会

普通株式 768 36 2026年２月28日 2026年５月29日 利益剰余金
 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年９月25日
取締役会

普通株式 768 36 2026年８月31日 2026年11月５日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

(金融商品関係)

現金及び預金、買掛金が事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著し

い変動が認められますが、当中間貸借対照表計上額と時価との差額及び前事業年度に係る貸借対照表計上額と時

価との差額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 
(有価証券関係)

当社の所有する株式は、事業の運営において重要なものではありません。　

 

(デリバティブ取引関係)

当社は、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。　

 

(持分法損益等)

当社は、該当する関連会社がないため、記載しておりません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前中間会計期間（自　2025年３月１日　至　2025年８月31日）

　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           （単位：百万円）

 売上高 営業収入

青果 11,928 117

鮮魚 6,964 ―

惣菜 15,047 113

精肉 12,401 ―

生鮮合計 46,342 231

デイリー 26,664 ―

一般食品 18,919 34

菓子 6,526 ―

酒類 5,631 ―

雑貨 4,342 76

催事 59 60

ドライ合計 62,142 171

その他 ― 364

顧客との契約から生じる収益 108,485 768

その他の収益 ― 2,295

外部顧客への売上高 108,485 3,063
 

（注）　「その他の収益」の主な内容は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）の適用範囲

　 に含まれるリース取引（動産及び不動産の賃貸収入）であります。
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当中間会計期間（自　2026年３月１日　至　2026年８月31日）

　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           （単位：百万円）

 売上高 営業収入

青果 12,867 124

鮮魚 7,705 ―

惣菜 16,273 130

精肉 13,462 ―

生鮮合計 50,309 255

デイリー 28,371 ―

一般食品 19,617 36

菓子 6,874 ―

酒類 5,639 ―

雑貨 4,711 85

催事 57 69

ドライ合計 65,271 191

その他 ― 361

顧客との契約から生じる収益 115,581 808

その他の収益 ― 2,634

外部顧客への売上高 115,581 3,442
 

（注）　「その他の収益」の主な内容は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）の適用範囲

　 に含まれるリース取引（動産及び不動産の賃貸収入）であります。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、商品小売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 

項目
前中間会計期間

(自 2025年３月１日
至 2025年８月31日)

当中間会計期間
(自 2026年３月１日
至 2026年８月31日)

 （1）１株当たり中間純利益 191円21銭 193円70銭

    (算定上の基礎)   

  　中間純利益(百万円) 4,085 4,135

 　 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

  　普通株式に係る中間純利益(百万円) 4,085 4,135

  　普通株式の期中平均株式数(株) 21,366,692 21,348,630

 （2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 190円34銭 192円97銭

    (算定上の基礎)   

  　中間純利益調整額(百万円) ― ―

　　 普通株式増加数(株) 96,794 80,685

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり
中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年
度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

2026年４月10日開催の取締役会において、2026年２月28日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり期末配

当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 768百万円

② １株当たりの金額 36円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2026年５月29日
 

また、第69期（2026年３月１日から2027年２月28日まで）中間配当について、2026年９月25日開催の取締役会にお

いて、2026年８月31日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 768百万円

② １株当たりの金額 36円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2026年11月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書

　

2026年10月13日

株式会社ハローズ

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　　大阪事務所
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士 鈴　　木　　重　　久  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士 武　　士　　雄　　太  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハロー

ズの2026年３月１日から2027年２月28日までの第69期事業年度の中間会計期間（2026年３月１日から2026年８月31日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につ

いて期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、株式会社ハローズの2026年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認

められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかど

うかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 
(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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